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は じ め に 
 

この間、コロナ禍の中で、外出・交流活動の自粛が続き、経済活動の低迷も重なり合い、 

人間関係の希薄化が進み、社会的孤立や生活困窮、介護や子育てに対する不安など、地域 

の福祉課題が複雑・多様化しております。 

これらの状況を踏まえ、今後とも深川市社会福祉協議会が、市民のニーズに応え、各種の 

地域福祉事業の実施や介護・福祉サービスの提供を行い、地域福祉の推進を担う組織とし 

て、持続的に活動できるよう、中長期的な展望に立った「地域福祉実践計画」を策定する 

ことになりました。 

地域福祉実践計画策定委員会の皆様には、関係者アンケート調査などを行い、地域福祉 

の現状を把握し、課題の抽出と解決方策について協議していただいた結果、地域住民や行 

政、地域福祉関係機関・団体が共有し、地域福祉を協働して推進できるよう、「深川市にお 

ける地域福祉のあるべき姿」として、計画の基本理念を「お互いさまの心や気持ちがつな 

がるまちづくり」と定め、理念実現のための４つの基本目標を掲げ、それぞれの取り組み 

方向と実践項目を取りまとめていただきました。 

改めて、策定委員会委員の皆様のご尽力に感謝を申し上げますとともに、市民の皆様に 

は、本計画の推進にご理解とご協力をいただきますようお願い申し上げます。 

 

深川市社会福祉協議会会長 三ッ井 隆 博 

 

 

 

１年間という短い期間でしたが、地域福祉の関係機関や団体、学識経験者１０名による 

熱心な討議により、深川市社会福祉協議会（市社協）が目指すべき基本理念や目標具体的 

施策等全体計画の策定にこぎつけることができました。 

 はじめに、関係機関や団他の協力を得て、生活課題や地域福祉についてアンケートを行 

い、深川市におけるその課題を抽出してきました。 

 また、全道では、およそ半数の市町村社協が全体計画をもち、住民と共に地域の福祉課 

題や生活課題を共有し、評価・改善を図っているということで、先進地の事例もいくつか 

取り寄せ、参考にさせていただきました。 

こうして、地域福祉の推進母体としての市社協の基本理念を「お互いさまの心や気持ち 

がつながるまちづくり」としました。それは、支え、支えられる側という立場の垣根を越 

えて共に生きる基盤を作り、思いやりの心や気持ちでつながる明るい地域社会の実現をめ 

ざすものです。 

 変化の激しい、混沌とした社会情勢ですが、策定委員の皆様へ感謝を申し上げますとと 

もに、市民の皆様には、本計画が市社協の羅針盤となり、豊かな実践の糧となるようお力 

添えをお願い申し上げます。 

 

地域福祉実践計画策定委員会委員長 大久保 春 夫 
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１ 計画策定の趣旨 

・深川市社会福祉協議会は、社会福祉協議会の使命である「地域福祉の推進」につい

て、行政や社会福祉関係機関・団体、地域住民と「深川市における地域福祉のある

べき姿」を共有し協働して推進していけるよう、中長期的な展望に立って地域福祉

活動を計画的・効果的に取り組んでいく「地域福祉実践計画」を策定するものです。 

 

 ２ 計画の位置づけ 

  ・本計画は、深川市社会福祉協議会が策定する、地域住民の主体的な地域福祉活動の

取り組み内容などを定めた地域福祉の実践計画であり、地域福祉計画の内容を包含

する深川市総合計画をはじめ、本会の事業と連携する深川市高齢者福祉計画・介護

保険事業計画及び深川市障がい福祉計画・障がい児福祉計画など地域福祉関連計画

との整合性を図り、それらを地域福祉の視点から地域で総合的に展開するための実

践計画として位置付けられるものです。また、連携して策定する経営改善計画とも

整合性をもった計画となります。 

 

３ 計画の期間 

・深川市社会福祉協議会では、平成１７年度に地域福祉活動計画（平成１８年度～平

成２２年度）を策定した経過はあるものの、現在有効な計画は策定されていないこ

とから、本計画を新たに第１期計画とし、計画期間を令和５年度（２０２３年度）

～令和８年度（２０２６年度）までの４年間とします。 

 ・第２期は、本会の事業と連携する深川市高齢者福祉計画・介護保険事業計画及び深

川市障がい福祉計画・障がい児福祉計画の策定サイクルに合わせた計画期間としま

す。 

 
年度（令和） ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 

市総合計画 
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４ 計画の策定体制 
  ・本計画の策定にあたっては、理事、評議員、各分野（高齢者・障がい者・児童・ま

ちづくり）の学識経験者、行政担当者１２名で構成する「地域福祉実践計画策定委

員会」を設置し、役員・評議員・策定委員・民生委員や地域福祉活動関係者へのア

ンケートにより生活課題を把握し、課題解決に向けた考え（方策）について協議を

重ね策定に取り組みました。 

 

  （策定の流れ） 

４～５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 1 月 2～3 月 3 月 

 

事務局 

理事会 

評議員会 

策定委員会  

事務局 

 

事務局 

策定委員会

事務局 

策定委員会

事務局 

 

事務局 

策定委員会

事務局 

理事会 

事務局 

策定委員会

事務局 

理事会 

評議員会 

策定準備 アンケート 協議 アンケート集計 協議 協議 事務局素案 計画素案 素案審議 計画案 計画策定 

 
 

 

【地域福祉実践計画策定の意義】 

 

①計画策定を通して、住民等の地域生活課題の共有、目標に対する合意形成を図り、 

役割分担や協力体制の必要性を明らかにする。 

②社協内部での目標共有や各部署の連携の必要性等が再確認されることなどにより、 

体制強化が図られる。 

③計画策定を通して、住民等の社協活動の理解を深め、協力体制の構築を図る。 

④長期計画を策定することで、地域福祉に関する活動が体系的にすすめられ住民の参 

加や関係機関等との連携がとりやすくなる。 

⑤市町村内の圏域ごとの課題等の相違や分野・領域ごとの施策の濃淡が明らかになる。 

⑥地域の評価、分析、施策化及び効果的な推進方策の検討及び財源確保などを通じ、 

職員の人材育成や新たな能力発揮が期待される。 

⑦民間（住民）の地域福祉活動の展開が明らかになることにより、市町村の行政計画へ

の連携促進が図られる。 

⑧体系的な地域福祉活動の展開により、財政対策が計画的に進められることが可能とな

るとともに、市町村行政、住民の協力が期待される。 

⑨民間の地域福祉活動が豊かに用意されることで、福祉サービスの総合化が図られる。 

 

（「地域福祉実践計画策定・進行管理・評価マニュアル」より） 
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 １ 関係者アンケートによる把握（役員・評議員・策定委員・民生委員） 

  ・令和４年６月から８月に関係者（１５１名）にアンケートを実施し８８名から回答

を得ました（複数回答）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 地域福祉の現状と課題 
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  ・アンケート結果では、１位「買い物が不便」、２位「様々な活動の担い手が少ない」

３位「空き地や空き家があり治安や衛生面などが心配」となった。この他では、

「交通の便が少ない」「災害時や緊急時に助け合う仕組みがない」「近所付き合い

ができない人がいる」「老老介護で困っている人がいる」をチェックする方が多か

った。 

 

  ・これらチェックの多かった６つの選択肢を中心に、社会福祉協議会関係者が考える

地域生活課題として、「生活に直結するサービスの減少」「担い手不足による地域

の福祉力の低下」「高齢者世帯における生活維持が困難」「周囲とのコミュニケー

ションの不足」があげられた。 

 

２ 地域福祉活動団体からの把握 

（サロン・小地域ネットワーク・シルバークラブなど） 

  ・令和４年８月から９月に地域福祉活動団体に参加していた高齢者にアンケートを実

施し１５４名から回答を得ました。 
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【手助けを受けた経験】

　今まで近所の人に手助けしてもらったことがありますか？
　　151件の回答

1.日頃から手助けして

もらっている

14人 9.3%

2.時々手助けしてもらっている

32人 21.2%

3.以前手助けしてもらった

ことがある

30人 19.9%

4.これまでほとんどない

75人 49.7%

【手助けを受けること】

　生活の中での困りごとがあるとき、近所の人に手助けしてもらうことについてどう思いますか？
　　135件の回答

1.ぜひ手助けしてほしい

16人 11.9%

2.できれば手助けしてほしい

28人 20.7%

3.手助けしてほしいと思わない

91人 67.4%
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【手助けをすること】

　近所の人が手助けを必要としているとき、あなたどうしますか？
　　134件の回答

1.積極的に手助けしたい

33人 24.6%

2.負担にならない程度なら

お手伝いしたい

94人 70.1%

3.今、手助けすることはできない

7人 5.2%

【手助けした経験】

　これまで、近所の人の手助けをしたことがありますか？
　　136件の回答

1.日頃から手助けしている

18人 13.2%

2.時々手助けしている

29人 21.3%

3.以前手助けした経験がある

36人 26.5%

4.これまでほとんどない

53人 39.0%
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（旭区・文光町の困りごと調査） 

  ・令和２年８月から令和３年３月に旭区の小地域ネットワーク対象者及び介護予防

ふれあいサロン参加者７４名、令和４年１２月から令和５年１月に文光町の小地域

ネットワーク対象者２１７名に困りごと調査を実施し、計２９１名から回答を得ま

した。（地区によって一部設問方法が異なる。一部無回答は含まない。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【手助け・助け合いの対価】

　近所などで住民同士による手助け・助け合いを行う際に、最も近い考えを教えてください。
　　123件の回答

1.あくまでもボランティア

なので、対価を求めない

103人 83.7%

2.手助け・助け合いに対

して、対価としていくら

かでも金銭があると良い

5人 4.1%

3.手助け・助け合いに対

して、対価としてお金で

はなくポイント制度のよ

うなものがあると良い

15人 12.2%
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３ 策定委員会による課題抽出 

  ・１から１３は、地域福祉実践計画策定委員会において意見交換されたテーマごとの

「現状と課題」の認識です。 

 

１．子育て支援 

・子どもが集える場所（児童センター・生き生きスポットなど）や子育てサービスは充実してい 

るようにみえるが、地域によっては遊べる場所がないなどの違いがみられる。 

・親の養育能力の低下と核家族化による身内などの支援が受けられない世帯が増え、行政の家庭 

 児童相談が増えている。また、親の勤務時間との関係から学童保育の時間延長も必要となって 

いる。  

・年間出生数が７０人程度であり、未来を背負う貴重な子ども達には甘やかすことなく、かつ大 

事に育てる視点を持ち、児童関係機関・施設等が連携した子育て支援の仕組みが必要である。 

 

２．障がい者支援 

・障がい者に対しての理解が低いと思うので、触れ合う場を多くすることが必要ではないか。 

・各種障がい福祉サービスの提供体制の強化や、８０５０問題などを含めた重層的な相談支援の 

充実が必要である。 

・親が亡くなった後の、障がい者の生活維持が課題である。 

 

３．介護・福祉サービス事業所の経営 

・高齢者人口の増加や老老介護に対応するために介護・福祉サービス事業の継続が必要である。 

 また、市内では介護・福祉サービスが限られているので選択肢が増えるとともに、提供体制の 

充実が求められる。 

・高齢者の利用できるサービスの内容や仕組みなど情報の説明が欲しい。情報を知ることにより 

 高齢者が安心できるので、サービスや相談窓口の周知徹底が必要である。また、困っている人 

と相談窓口をつなぐ人や場所（町内会、小地域、サロン等）を作っていくことも大切である。 

・ケアマネジャーやホームヘルパーが不足しているのであれば、人づくりにお金を出さないとな 

 らないのではないか。 

・サービスを利用する人の終活の面倒を見る仕組みが必要であり、そのための人材育成（スキル 

 ・お金）も必要である。 

 

４．生活支援サービスの創出 

・どのようなニーズがあるか調査が必要である。  

・買物支援やゴミ出し支援など気軽に動いてくれるサービスがあると良い。  

・高齢者にも元気な人がいるので、協力してもらえる仕組みづくりをしてはどうか。  

・自動車での外出支援（送迎）が可能なサービスを創出する。 

 

５．世代や分野を超えた集いの場 

・気軽に利用できる場がない。 

・世代間交流、高齢者と子ども達（子供会・保育園児など）との交流、地域で大人と子どもがと 
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 もに学び、地域への愛着を育むプログラムも良いと思う。また、高齢者が運営する子ども食堂 

も希望したい。 

・大学生・高校生などとの交流の場づくり（担い手育成、福祉活動推進）。 

・認知症の方が社会とつながる居場所「認知症カフェ」のような集いの場。 

・各家庭で不要になった利用価値のある物を、学生や母子家庭等希望者に配れる場の提供。 

 

６．地域福祉活動の支援 

  ・高齢者は、一人暮らし世帯だけではなく夫婦世帯などの複数で住んでいても安心ではない。 

・昔から地域とのつながりが深い農村部であっても、高齢者の中にはひきこもりがちな方や、地 

域での活動ができなくなった方も出てきており、安否確認などが必要である。 

・６５歳を過ぎても働いている方が増えており、活動の担い手が不足している。高齢者であって 

 も担い手を続けてもらうことや、若い世代も含めた幅広い年齢層から活動に参加してもらうこ 

とが必要である。また、若いお母さん世代などに意見を聞き、新たな発想（気づき）をもらえ 

ることがある。 

  ・活動の支援として、活動助成や研修会など継続してもらいたい。活動内容によっては助成の拡 

   大もお願いしたい。 

 

７．ボランティア活動の促進 

・ボランティアに参加したいがどうしたら良いか分からない人もいる。ボランティアセンター機 

 能の周知を積極的に行い、参加推進を図るべきである。 

・ボランティア活動に気軽に参加できるきっかけや仕組みが必要である。例えば、特技や趣味を 

 生かして活動できる活動の場づくりや、「これだけなら活動できる」という「だけボラ」を普 

及するなど。 

・中高生へのボランティア登録を促進するために、学校等と連携したシステム（単位取得となる 

 カリキュラムなど）の確立を行う。 

・ボランティア活動の需要の把握と、供給のバランスを意識したマッチングが課題である。問題 

 点や課題を拾い出すコーディネーターの機能が必要である。 

 

８．災害時の対応に備えた取り組み 

・災害時の対応に向けて、近所など身近で平常時から顔の見える関係づくりが必要である。 

・自主防災組織や町内会、防災協力団体と連携し、災害時の要援護者の避難支援の体制を確立す 

 るべきである。また、地域によって災害の内容も違うので、地域毎の防災訓練や、防災ガイド 

ブック（市作成）の講習会を町内会やサロンなどの単位で開催できると良い。 

・市と連携し災害時の協定や災害ボランティアセンター設置マニュアルの作成に取り組むべき。 

 

９．生活困窮世帯への取り組み 

・困窮世帯が周囲から見えづらいし確認しにくいので、市や社会福祉協議会が積極的に実態把握 

 に努めるべきである。 

・困窮世帯への支援活動として、フードバンクや生活用品の寄付など地域で支え合う取り組みが 

 あると良い。 
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１０．社会的孤立世帯への取り組み 

・孤独・孤立・引きこもりの世帯や身内と連絡の取れない世帯、近隣とのコミュニケーションが 

 苦手な人も増えている。 

・以前は町内会で家族台帳を作って世帯の把握ができたが、現在個人情報保護法の影響で難しく 

 なっている。 

・孤立の解消を進めるには、町内会や民生委員と連携したひきこもり等の実態把握を行うことや 

孤立防止のために近所など身近で顔の見える関係づくりが必要である。 

 

１１．成年後見、権利擁護の取り組み 

・身元引受のいない認知症高齢者も増えるので待ったなしの課題である。 

・成年後見制度を知ってもらう周知と、相談に応じる体制の整備が必要である。 

・「７０歳になったら〇〇しておくべき」研修会の開催などを通じて、自分が今後どう生活して 

 いくべきかを考える機会が必要である。 

 

１２．総合的な窓口 

・困っていても、そこからどうして良いのか分からず相談できない人がいる。 

・なんでも相談できる窓口体制が必要である。また、出張相談など、地域に飛び込み相談を受け 

 る取り組みも必要となる。 

 

１３．その他 

（空き家・空き地について） 

・空き家・空き地の放置が増えており、「所有者との連絡がつかない」「相続放棄」が増えてい 

る現状がある。また、空き家の屋根が飛んで危険などの情報が市に寄せられるので、計画策定 

の必要性を感じている。 

（終活について） 

・高齢者世帯の内、家の片付けや整理が進んでいない世帯が多い。生前の内にシンプルな生活環 

 境づくりの手助けがあると、身も心も軽くなるのではと思う。 

（安否確認方法について） 

・山間部に散在する高齢者の安否確認方法として、ワンプッシュ式で会話できる設備の設置がで 

   きないか。効果として、①安否確認ができる②老人が会話できる③タクシー、買い物の取次④体 

 調異常の時の取次⑤不明な事の相談ができる。以上のような機能を持つ体制を作ってはどうか。 

（見守りについて） 

・対象者を地域ごとにマップに書き込み、連絡網を作る事で安心して生活が出来、見守る事が出 

 来ると思う。 

（福祉施策について） 

・若者の声を施策に生かすための仕組みを構築する（地元には拓大もあります）。 
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お互いさまの心や気持ちがつながるまちづくり 

 

 

 

 
 

１ 基本理念 

 

 

 
・深川市社会福祉協議会は、地域共生社会の実現を目指し、誰もが住み慣れた地域で

安心して住み続けられるよう、周囲の人や地域のことに関心を持ち、皆が「お互い

さま」という心や気持ちを持ち、人と人、人と組織、そして組織と組織が連携・協

働し様々な課題を解決する「つながる」まちづくりに取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域共生社会とは 

「あらゆる立場の住民が主役になる」 「あらゆる住民、関係者が相互に力を発揮できる」

お互いさまの 

地域づくり 

第３章 計画の理念と基本目標 
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２ 基本目標 

・基本理念を実現するために、４つの目標を掲げ計画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

・地域住民の参加と住民同士の支え合う関係づくりを促進するため、地域の福祉力向

上に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

・住民の地域福祉への関心を深め、地域福祉活動やボランティア活動の担い手の発掘 

と育成に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

・誰もが安心して地域で暮らし続けられるよう、人に寄り添う福祉サービスの提供に 

取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

・市民から信頼され、法人の使命である「地域福祉の推進役」として、その機能を発

揮できるよう、収支不足の財政体質を改善し、安定的、継続的、効率的な組織経営

の基盤整備に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標２ 地域福祉の担い手づくり 

基本目標１ みんなで支え合う地域づくり 

基本目標３ 安心した生活を支える福祉サービスの体制づくり 

基本目標４ 市民に信頼される持続可能な法人運営の基盤づくり 
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（基本理念）お互いさまの心や気持ちがつながるまちづくり 

３．計画の体系 

 

 
（基本目標）     （取り組みの方向）        （実践項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ みんなで支えあう 

地域づくり 

２ 地域福祉の担い手 

づくり  

３ 安心した生活を支 

える福祉サービス 

の体制づくり  

４ 市民に信頼される 

持続可能な法人運 

営の基盤づくり 

１ 地域主体の福祉活

動の推進 

１．地域の困りごと・担い手調査の実施 

２．小地域ネットワークなどの地域福祉活

動の支援 

３．新たな支え合い活動の創出 

１．集いの場の普及促進 

２．誰もがつながりを持てる地域づくりの

推進 

１．地域福祉活動の担い手の育成 

２．福祉教育の推進(福祉理念の醸成) 

１．ボランティアセンターの機能の充実 

２．災害ボランティアセンターの設置 

１．質の高いサービスの提供（職員の資質

向上） 

２．介護保険・障がい福祉サービス事業所

の経営基盤強化 

１．困りごと・悩みごとへの相談支援の取

り組み 

２．介護保険外サービスや生活支援サービ

スの創出 

３．市民の困りごと支援の取り組み（権利

擁護・社会的孤立・生活困窮等） 

１．経営理念・職員行動指針等の制定 

２．役員・評議員数の見直しと部会等の活

用 

３．事務局職員の適正配置と資質向上 

４．財政運営と情報発信の強化 

１．会費・寄付金収入の確保 

２．補助金・受託金収入の確保 

３．介護保険サービス等事業による収入確

保 

２ 集い・つながる住

民交流の促進 

１ 地域福祉活動の担

い手づくりの推進 

２ ボランティア活動

の充実 

１ 人に寄り添う介護

保険事業等の体制

づくり 

２ 生活を支える福祉

サービスの展開 

１ 経営・執行体制の

見直しによる経営

管理の強化 

２ 収入確保による持

続可能な財政基盤

の確立 

３ 経費削減と効率的

な運営の推進 

４ 行政及び社会福祉

法人等との連携強化 

１．人件費の適正化 

２．補助・助成事業の適正化 

３．車両・事務機器・光熱水費等の削減 

１．行政とのパートナーシップの強化 

２．市内社会福祉法人等との連携・協働 



17 

 

 

 

・本計画では、基本目標ごとに取り組みの方向を定め、関連する実践項目を展開して

いきます。 

 

基本目標１ みんなで支え合う地域づくり 

〇 取り組みの方向１ 地域主体の福祉活動の推進  

・高齢者等が住み慣れた地域で継続して生活できるよう、地域住民が主体となった支え 

 合い活動の促進を図り、地域への調査・働きかけ・支援などを行います。 

【実践項目】 

１．地域の困りごと・担い手調査の実施 

２．小地域ネットワークなど地域福祉活動の支援 

３．新たな支え合い活動の創出 

 
１．地域の困りごと・担い手調査の実施 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）調査活動の実施      

 

 

 

・地域住民を対象とした生活上の困りごと調査及び支え合い活動 

 の担い手調査を実施し、地域課題を把握します。 

［関係事業］①生活支援体制整備事業 

      ②地域福祉コーディネート事業 

【財源】市受託金、市補助金 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域福祉活動団体との連携による調査の実施     

 ・小地域ネットワーク活動団体、介護予防ふれあいサロン事業の 

実施団体と連携し、高齢者等の困りごと調査を行い、具体的な 

支え合い活動につなげます。 

［関係事業］①小地域ネットワーク活動促進事業 

      ②介護予防ふれあいサロン普及啓発事業 

【財源】市受託金、市補助金、共同募金 

継続    

 

２．小地域ネットワークなど地域福祉活動の支援 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）地域福祉活動団体の普及促進と助成等の支援     

 

 

 

・高齢者等の支え合い活動として、小地域ネットワーク活動、介 

 護予防ふれあいサロン事業、敬老ふれあい事業の実施団体に対 

して活動支援と助成を行います。 

・地域福祉関係団体へ活動助成金を交付し、地域福祉活動の促進

と連携を図ります。 

［関係事業］①小地域ネットワーク活動促進事業 

 ②介護予防ふれあいサロン普及啓発事業 

 ③敬老ふれあい事業 

【財源】市補助金、市受託金、共同募金 

継続    

第４章 取り組みの方向と実践項目 
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（２）地域福祉活動実践者研修会の開催     

 ・地域福祉活動の実践者を対象に、活動の参考となる研修会を開 

催します。 

［関係事業］①介護予防ふれあいサロン普及啓発事業 

      ②ボランティア研修事業 

【財源】市受託金、市補助金、共同募金 

継続    

 

３．新たな支え合い活動の創出 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）地域と連携した支え合い活動の検討     

 

 

 

・小地域ネットワーク活動団体や介護予防ふれあいサロン事業推 

 進団体等と連携し、住民の生活課題を解決する新たな支え合い 

活動づくりに取り組みます。 

［関係事業］①地域福祉コーディネート事業 

 ②生活支援体制整備事業 

【財源】市補助金、市受託金 

継続    

（２）企業、事業所等と連携した支え合い活動の検討（新規）     

 

 

 

・企業や事業所、各種団体等と連携し、住民の生活課題を解決す 

 る新たな支え合い活動づくりに取り組みます。 

［関係事業］①地域福祉コーディネート事業 

 ②生活支援体制整備事業 

【財源】市補助金、市受託金 

新規 継続   

 

〇 取り組みの方向２ 集い・つながる住民交流の促進  

・地域住民による仲間づくりや居場所づくりを促進し、年齢、性別、障がいの有無、ま

た支える・支えられるにかかわらず、誰もがつながる地域づくりに取り組みます。 

【実践項目】 

１．集いの場の普及促進 

２．誰もがつながりを持てる地域づくりの推進 

 

１．集いの場の普及促進 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）介護予防ふれあいサロン事業の普及促進     

 

 

 

・高齢者などが地域内で交流する場であるサロンについて、地域 

 住民に対して普及啓発を行い「サロン」の立ち上げ支援や活動 

 継続の取り組みを行います。 

［関係事業］①介護予防ふれあいサロン普及啓発事業 

現在２３カ所 ⇒ Ｒ８ ２７カ所 

【財源】市受託金、共同募金 

 

 

 

 

継続 
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（２）小地域ネットワーク活動の普及促進     

 ・高齢者などを地域で見守り・つながる活動を提供する小地域ネ 

ットワーク活動について、町内会を中心に普及啓発を行い、小 

地域ネットワークの立ち上げや活動継続の取り組みを支援しま 

す。 

［関係事業］①小地域ネットワーク活動促進事業 

現在１９カ所 ⇒ Ｒ８ ２１カ所 

【財源】市補助金、共同募金 

継続    

（３）敬老ふれあい事業の推進     

 

 

・高齢者に対する敬老意識の醸成を目的に、多世代交流などを通 

じてつながる地域づくりを行う団体に対し、活動支援と助成を 

行います。 

［関係事業］①敬老ふれあい事業 

現在実施２５カ所 ⇒ Ｒ８ ３０カ所 

【財源】市補助金 

継続 

 

 

 

 

 

 

（４）総合福祉センター維持管理運営事業の推進     

 

 

・総合福祉センターの適正管理に努めるとともに、複合施設（老

人福祉センター、児童センター・働く婦人の家）の利点を活か

した多世代交流事業を開催するなど、利用者に寄り添いなが

ら、地域とつながる運営（備品の貸し出し、行事等のボランテ

ィアスタッフの登録・養成）に努めます。 

延べ利用者数 Ｒ３ １２，０００人 ⇒ Ｒ８ ２０，０００人 

【財源】市受託金（指定管理者制度） 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

２．誰もがつながりを持てる地域づくりの推進 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）地域共生社会の理念の普及啓発     

 

 

・地域共生社会の理念を市民に普及し、つながる地域づくりを推 

進するために、広報誌やホームページ、研修会などの機会を通 

じた啓発を行います。 

［関係事業］①社協だより（広報誌）発行事業 年２回発行 

     ②ホームページの更新 

現在定期的な更新なし ⇒ Ｒ８ 月１回更新 

 ③生活支援体制整備事業 

④各種研修会事業 

【財源】市補助金、共同募金、自主財源 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域福祉活動の拠点整備（新規）     

 ・指定管理を行う総合福祉センターの機能を活かし、地域福祉関 

係者が集い、交わり、つながる地域づくりの拠点として、地域 

福祉活動の相談支援を強化し、地域で展開される活動を支えて 

いきます。 

［関係事業］①生活支援体制整備事業 

②各種研修会事業 

      ③総合福祉センター指定管理事業 

【財源】市受託金、市補助金、共同募金、自主財源 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

継続   
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基本目標２ 地域福祉の担い手づくり 

〇 取り組みの方向１ 地域福祉活動の担い手づくりの推進  

・地域住民が、近隣の人や地域が抱える課題に目を向け、課題解決の活動に自ら参加す

る担い手の養成を推進します。 

【実践項目】 

１．地域福祉活動の担い手の養成 

２．福祉教育の推進（福祉理念の醸成） 

 
１．地域福祉活動の担い手の育成 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）生活介護支援サポーターの養成     

 

 

 

 

・在宅の高齢者などに対する支援活動を行う生活介護支援サポー 

ターを養成し、高齢者等とサポーターのマッチングを行いま

す。 

［関係事業］①生活介護支援サポーター養成・ネットワークづく 

       り事業 サポーター登録２６名 ⇒ Ｒ８ ４０名 

【財源】市受託金 

継続    

（２）認知症サポーターの養成     

 

 

・認知症について理解し、認知症本人やその家族への支援活動を 

 行う認知症サポーターを養成し、認知症本人やその家族、認知 

症対応グループホーム等の入所者に対する支援活動を推進しま 

す。 

［関係事業］①認知症サポーター養成事業 

登録人数３，６５８名 ⇒ Ｒ８ ４，０００名 

【財源】市受託金 

継続    

（３）市民後見人の養成     

 ・認知症等により判断能力が不十分な高齢者等の権利侵害を防ぐ 

 ため市民後見人を養成します。 

・市民後見人を活用し、法人として後見事務を行う法人後見事業 

を実施します。 

［関係事業］①市民後見人養成・権利擁護ネットワークづくり事    

       業 

受講者数 ５７名 ⇒ Ｒ８ ７０名 

【財源】市受託金、自主財源 

継続 

 

検討 

 

 

実施 

  

 

２．福祉教育の推進（福祉理念の醸成） 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）地域共生社会の理念の啓発推進（再掲）     

 

 

・地域共生社会の理念を市民に普及し、つながる地域づくりを推 

進するために、広報誌やホームページ、研修会などの機会を通 

じた啓発を行います。 

［関係事業］①社協だより（広報誌）発行事業 年２回発行 

継続 
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     ②ホームページの更新 

現在定期的な更新なし ⇒ Ｒ８ 月１回更新 

 ③生活支援体制整備事業 

④各種研修会事業 

【財源】市補助金、共同募金、自主財源 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）学校・子どもへの啓発（新規）     

 

 

・地域共生社会の理念を子どもにも普及するために、学校などと 

連携を図り、研修会などの機会を通じた啓発を行います。 

［関係事業］①各種研修会事業 

【財源】市補助金、共同募金、自主財源 

新規 

 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

〇 取り組みの方向２ ボランティア活動の充実  

・地域住民が継続してボランティア活動を行えるよう、ボランティアセンター機能を充

実させて積極的な支援を行います。また、災害時迅速に災害ボランティアセンターを

立ち上げできるよう、深川市などと連携し運営マニュアルの整備などを行います。 

【実践項目】 

１．ボランティアセンター機能の充実 

２．災害ボランティアセンターの設置 

 

１．ボランティアセンター機能の充実 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）ボランティアの養成     

 

 

 

・一般成人・高校生を対象に、ボランティアの養成を目的とした 

ボランティア入門講座を開催します。 

・地域や各団体に出向き、ボランティア活動や福祉活動について 

学ぶボランティア楽集会を推進します。 

［関係事業］①ボランティアスクール開催 

【財源】市補助金、共同募金 

継続 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ボランティア支援の推進     

 

 

 

・ボランティア実践者を対象に、ボランティア活動のスキルアッ 

プを目的とした研修会を開催します。 

・ボランティア団体に対し活動助成を行います。 

・ボランティア活動保険の加入を推進します。 

・ボランティア団体で組織する深川市ボランティア連絡協議会の 

活動支援を行います。 

［関係事業］①ボランティア研修会開催 

②ボランティア団体活動助成 

③ボランティア活動保険加入推進 

④ボランティア連絡協議会活動支援 

【財源】市補助金、共同募金、自主財源 

継続 

 

継続 

継続 

継続 

 

 

 

 

 

 

（３）ボランティアセンター機能の推進     

 

 

・ボランティア活動のコーディネート機能（連絡調整、登録及び 

活動相談、活動斡旋）の強化を図ります。 

［関係事業］①ボランティアセンター運営 

【財源】市補助金、共同募金、自主財源 

継続    
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２．災害ボランティアセンターの設置 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）災害ボランティアセンター設置に向けた取り組み（新規）     

 

 

 

・災害時のボランティア活動のコーディネート（連絡調整など） 

を行う災害ボランティアセンターの設置要綱を作成し、市との 

協定締結を行います。 

［検討事業］①災害ボランティセンター（新規） 

【財源】市補助金、共同募金、自主財源 

検討 

 

協定

締結 

実施 

 

 

（２）地域見守りネットワークづくり事業の推進     

 

 

 

・高齢者や障がい者などを対象に、災害時要援護者避難支援（見 

守り）プランの作成を行います。 

・プラン保有数：２００件 年間作成数（新規・更新）：７０件 

［関係事業］①地域見守りネットワークづくり事業 

【財源】市受託金 

継続    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



23 

 

基本目標３ 安心した生活を支える福祉サービスの体制づくり 

〇 取り組みの方向１ 人に寄り添う介護保険事業等の体制づくり  

・利用者やその家族などに信頼される介護保険サービス及び障がい福祉サービスの提供

に努め、安定した事業所運営を図ります。 

 

【実践項目】 

１．質の高いサービスの提供（職員の資質向上） 

２．介護保険・障がい福祉サービス事業所の経営基盤強化 

 

１．質の高いサービスの提供（職員の資質向上） 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）居宅介護支援事業所の運営と職員の資質向上     

 

 

 

 

・利用者（高齢者等）に寄り添い、利用者本位のサービスを提供 

 する居宅介護支援事業所の運営を行います。 

・研修などを通じて、介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質 

向上を図ります。 

［関係事業］①居宅介護支援事業 

【財源】介護報酬 

継続 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）訪問介護事業所の運営と職員の資質向上     

 

 

 

・利用者（高齢者・障がい者）に寄り添い、利用者本位のサービ

スを提供する訪問介護事業所の運営を行います。 

・研修などを通じて、訪問介護員（ホームヘルパー）の資質向上 

 を図ります。 

・職員の情報共有を密に行い、集団で介護に当たる「チームケ

ア」を行います。 

［関係事業］①ホームヘルプサービス事業 

【財源】介護報酬 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．介護保険・障がい福祉サービス事業所の経営基盤強化 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）事業所の経営基盤強化     

 

 

 

・居宅介護支援事業所の安定した運営を図るため、介護支援専門 

員３名体制を実現し、事業所加算を取得していきます。 

・訪問介護事業所の安定した運営を図るため、訪問介護員の確保 

に努め、事業所加算を維持していきます。 

［関係事業］①居宅介護支援事業 

 現体制２名 ⇒ Ｒ８ ３名体制 

 ②ホームヘルプサービス事業 

【財源】介護報酬 

人員

確保 

 

継続 

継続   

（２）事業所の体制整備     

 

 

 

・居宅介護支援事業所及び訪問介護事業所における、災害や感染 

症発生時の対応を定める業務継続計画の策定を行います。 

［関係事業］①居宅介護支援事業 

      ②ホームヘルプサービス事業 

【財源】介護報酬 

策定 

制定 

実施   
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〇 取り組みの方向２ 生活を支える福祉サービスの展開  

・地域住民が住み慣れた地域で継続して生活して行けるよう、断らない相談に取り組

み、また困りごとや生活課題を調査・分析し、必要な福祉サービスの創出に取り組

みます。 

  

【実践項目】 

１．困りごと・悩みごとへの相談支援の取り組み 

２．介護保険外サービスや生活支援サービスの創出 

３．市民の困りごと支援の取り組み（権利擁護・社会的孤立・生活困窮等） 

 

１．困りごと・悩みごとへの相談支援の取り組み 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）断らない丸ごと相談の実施     

 

 

・本会事業のあらゆる場面において、相談者に寄り添う断らない 

丸ごと相談を徹底し、関係機関と連携を図り問題解決に向けた 

支援を行います。 

［関係事業］①地域福祉コーディネート事業に係る各種相談事業 

      ②生活支援体制整備事業に係る各種相談事業 

      ③総合福祉センター運営事業に係る各種相談事業 

      ④社会福祉協議会としての各種相談事業 

【財源】市補助金、市受託金 

実施  

 

 

 

 

（２）困りごと・悩みごとへの総合的な相談支援の検討（新規）     

 

 

・社会福祉法の改正（令和３年４月施行）により創設された重層 

的支援体制整備事業について、本市における体制確立に向け、 

市と協議していきます。 

［検討事業］①重層的支援体制整備事業（新規） 

【財源】市受託金、自主財源 

協議 

検討 

 

 

 

 

 

 

２．介護保険外サービスや生活支援サービスの創出 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）生活介護支援サポーターの養成（再掲）     

 

 

・在宅の高齢者などに対する支援活動を行う生活介護支援サポー 

ターを養成し、高齢者等とサポーターのマッチングを行いま

す。 

・生活介護支援サポーター 登録２６名 ⇒ Ｒ８ ４０名 

〔関係事業〕 

①生活介護支援サポーター養成・ネットワークづくり事業 

【財源】市受託金 

継続  

 

 

 

 

（２）新たなサービスの創出に向けた取り組み（新規）     

 

 

・生活支援コーディネーターの困りごと調査や、介護支援専門員 

等から情報を分析し、高齢者や障がい者が利用できる介護保険 

外サービスや生活支援サービスの検討を行います。 

〔関係事業〕①地域福祉コーディネート事業 

      ②生活支援体制整備事業 

【財源】市補助金、市受託金、自主財源 

検討 

 

 

 

 

 

 



25 

 

３．市民の困りごと支援の取り組み（権利擁護・社会的孤立・生活困窮等） 

実践項目 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

（１）断らない丸ごと相談の実施（再掲）     

 

 

・本会事業のあらゆる場面において、相談者に寄り添う断らない 

丸ごと相談を徹底し、関係機関と連携を図り問題解決に向けた 

支援を行います。 

［関係事業］①地域福祉コーディネート事業に係る各種相談事業 

      ②生活支援体制整備事業に係る各種相談事業 

      ③総合福祉センター運営事業に係る各種相談事業 

      ④社会福祉協議会としての各種相談事業 

【財源】市補助金、市受託金 

実施  

 

 

 

 

（２）生活福祉資金・福祉資金貸付事業の実施     

 

 

 

・低所得世帯に対し資金の貸付を行う生活福祉資金貸付事業（北

海道社会福祉協議会事業）の相談・受付対応を行います。 

・低所得世帯に対し福祉資金の貸付を行います。 

［関係事業］①生活福祉資金貸付事業 

②福祉資金貸付事業 

【財源】道社協補助金、自主財源 

継続 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

（３）日常生活自立支援事業の実施     

 

 

・判断能力に不安を抱える方に対し、生活支援員を選定し、日常 

の金銭管理のお手伝いなどの支援を行います。 

［関係事業］①日常生活自立支援事業 

【財源】道社協受託金 

継続 

 

 

 

 

 

 

（４）成年後見相談センター（中核機関）の運営（新規）     

 

 

・北空知１市４町で開設を目指している（仮）北空知成年後見相 

談センター（中核機関）の運営業務を受託し、成年後見制度の 

利用促進を図ります。 

［検討事業］①成年後見相談センター運営（新規） 

【財源】市受託金 

※「中核機関」 

権利擁護を必要とする方に対し、以下の事業を推進します。 

①相談支援 ②チームの支援 ③協議会の開催  

④家族との連携 ⑤後見人受任者調整の支援 

「チーム」とは、後見人を含め、身近な親族や福祉・医療・地 

域の関係者が日常的に本人を見守り、本人の意思や状況を継続 

的に把握し必要な対応を行います。 

「協議会」とは、法律・福祉などの専門職団体や関係機関等が 

協力し「チーム」に対し必要な支援をします 

新規 

 

 

 

 

 

 

（５）社会的孤立などの実態把握（新規）     

 

 

・８０５０問題や引きこもりなどの社会的孤立の現状を把握する 

アンケート調査を行い、必要なサービスや居場所の創出などを 

検討します。 

［関係事業］①地域福祉コーディネート事業 

      ②生活支援体制整備事業 

【財源】市補助金、市受託金、自主財源 

検討 調査 

協議 

実施 
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（６）生活あんしんサポートセンターの設置（新規）     

 

 

・多様化・複雑化する相談支援ニーズに対応していくため、上記 

事業のほか終活支援など相談支援事業を総合的に行う（仮）生 

活あんしんサポートセンターの設置を検討します。 

［検討事業］①生活安心サポート事業（新規） 

【財源】自主財源 

※「あんしんサポート事業」（本別町社会福祉協議会の事例） 

①住まい保証サービス事業 

 一人暮らしの高齢者等に対して、安否確認の実施、死亡時の 

葬儀費用と家財整理費用も補償、保証人のいない方が安心し 

て住まいを確保できるようにする事業。 

②死後事務委任契約事業 

身寄りのない方や親族等と疎遠な方に対して、社会福 

祉協議会と「死後事務委任契約」を結び、本人が亡く 

なった後の手続き等を代行する事業。 

 ③生前事務委任契約事業 

  寝たきりなどの方や、入院・施設入所・住まい契約時 

に親族等がいない方に対して、社会福祉協議会と「生 

前事務委任契約」を結び、生活・療養看護の支援や緊 

急連絡先となる事業。 

検討 調査 

協議 

実施 
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基本目標４ 市民に信頼される持続可能な法人運営の基盤づくり 

 ・基本目標４は、経営改善計画として別に策定し取り組みます。 

 

〇 取り組みの方向１ 経営・執行体制の見直しによる経営管理の強化  

・社会福祉法人制度改革（Ｈ２８改正社会福祉法）を踏まえ、法人の組織ガバナンスの

強化や事業運営の透明化の向上を図り、効率的な経営管理をしていきます。 

 
【実践項目】 

１．経営理念・職員行動指針の制定 

２．役員・評議員数の見直しと部会等の活用 

３．事務局職員の適性配置と資質向上 

４．財政運営と情報発信の強化 

 

〇 取り組みの方向２ 収入確保による持続可能な財政基盤の確立  

・人口減少等に伴う会費・寄付金の減少、市の補助金・受託金の見直しや介護報酬の改

定などにより収入の減少は厳しく、事業継続が可能となる収入の確保に取り組みます。 

 
【実践項目】 

１．会費・寄付金収入の確保 

２．補助金・受託金収入の確保 

３．介護保険サービス等事業による収入の確保 

 

〇 取り組みの方向３ 経費削減と効率的な運営の推進  

・支出の約８割を占める人件費の適正化や経費の削減に努め、補助・助成事業の交付基

準を決めるなど、収入に見合った効率的な事務・事業の運営を行っていきます。 

 
【実践項目】 

１．人件費の適正化 

２．補助・助成事業の適正化 

３．車両・事務機器・光熱水費等の削減 

 

〇 取り組みの方向４ 行政及び社会福祉法人等との連携強化  

・地域共生社会の実現を目指す「地域福祉の推進役」として、行政とのパートナーシッ

プを強化し、市内の社会福祉法人や介護・福祉事業者等との連携・協働を進めていき

ます。 

 
【実践項目】 

１．行政とのパートナーシップの強化 

２．市内社会福祉法人等との連携・協働 
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 １ 本計画を円滑に推進していくため、「地域福祉部会」を設置し、調査・検討課題と

している事項の協議を行うとともに、進捗状況の評価を行います。 

 

２ 計画の進行管理については，ＰＤＣＡサイクルに基づき行うものとし、各事業の効

果や改善点を明らかにし、次年度以降の取り組みに反映させます。進捗状況の評価

は毎年度行うものとし、必要に応じて見直していきます。 

 

 事務局 監査 地域福祉部会 理事会 評議員会 

４月      

５月 点検・決算 監査    

６月    決算 決算 

７月   評価・協議   

８月 点検 監査    

９月   課題・協議   

１０月      

１１月 点検 監査    

１２月   課題・協議   

１月    部会報告  

２月 点検・予算 監査  予算委員会  

３月    予算 予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PLAN 

計画 

ACTION 

見直し・改善 

DO 

実施 

CHECK 

点検・評価 

地域福祉実践 

第５章 計画の推進 
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地域福祉実践計画策定委員会委員 
 

 ◎委員長 〇副委員長  

 区 分 氏  名 主な活動及び学識分野 

１ 副会長 ◎大久保 春 夫 民生児童委員連合協議会会長、教員経験者、生活支援協議会委員 

２ 理 事 〇村 椿 廣 明 納内地区町内会連合会会長、サロン・小地域ネットワーク代表 

３ 評議員 秋 沢 佐代子 民生児童委員 生活支援協議会委員 

４ 評議員 杉 山 優 太 障がい者支援施設あかとき学園総合施設長 

５ 評議員 水 本 美津子 ボランティア連絡協議会副会長、男女平等参画推進協議会事務局長 

６ 行 政 米 澤 弘 美 市民福祉部次長（兼高齢者支援課長） 

７ 行 政 小 林 義 明 自治防災室長 

８ 学 識 及 川 秀 洋 元特別養護老人ホーム施設長、社協評議員選任・解任委員 

９ 学 識 北 本 清 美 介護者と共に歩む会会長  

10 学 識 溝 口 信 義 協働のまちづくり市民協議会会長、緑にする会会長  

11 学 識 上 垣 由紀子 元教育委員会委員長、サロン代表 

12 学 識 増 永 さゆり 社会教育委員会議副委員長、小地域ネットワーク役員 

オブザーバー 戸 嶋 信 司 北海道社会福祉協議会地域福祉部地域福祉課長 

オブザーバー 鈴 木 理 沙 北海道社会福祉協議会地域福祉部地域福祉課主事 

オブザーバー 吉 田 康 弘 北海道社会福祉協議会空知地区事務所長 

 

 

地域福祉実践計画策定経過 
 

年 月 内        容 

４月～７月 ・策定委員会委員の委嘱 

・参考計画の調査・収集、計画策定スケジュール（案）の作成など 

・関係者アンケート調査・回収・集計（～８月） 

７月 ・第１回策定委員会（R4.7.29）：経営改善計画策定委員会との合同会議 

 計画策定指針・計画策定スケジュールの確認、正副委員長の互選、 

 課題抽出のための意見交換  

８月～９月 ・第２回策定委員会（R4.9.29）：課題抽出のための意見交換 

・地域福祉活動団体等へのアンケート調査・回収・集計 

・困りごと調査（～１２月） 

１０月 ・第３回策定委員会（R4.10.27）：生活課題の抽出、解決方策の検討 

１１月 ・計画素案の事務局案作成 

１２月 ・第４回策定委員会（R4.12.26）：計画素案の協議 

１月～２月 ・計画案の事務局案作成 

３月 ・第５回策定委員会（R5.3.7）：計画案の協議 

・理事会（R5.3.15）：計画案の協議・承認 

・評議員会（R5.3.30）：計画案の協議・承認 

 
 


